
◇物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金活用事業分

事業名 事業内容 事業費(千円) 担当課

①子育て世帯物価高騰対策給付金

物価高騰を踏まえ、特に影響を受けている子育て世帯の経済的負担を緩和するため、０歳から１８
歳までの子ども１人あたり１万円の給付金を市独自で支給する。
対象児童：平成19年4月2日から令和７年３月31日までに出生した子ども
給付要件：本市に住民登録がある子ども、市内に住民登録がある父母等に別居監護されている市
外に住民登録のある子ども
対象者数（想定）　９,５５０人

98,247 子育て支援課

②民間保育園等物価高騰対策事業
物価高騰が続く中で、高騰する光熱費・食材料費等児童の保育に必要な経費を補助することによ
り、安定した事業運営に資することを目的として、民間の保育園・認定こども園・放課後児童クラブ
に対し、市が補助

4,660 子育て支援課

③介護・障害福祉サービス事業者
　 物価高騰対策事業

物価高騰の影響により介護サービス事業等の運営に係る経費の負担が増加していることから、事
業継続することを目的として、介護サービス事業者・障害福祉サービス事業者に対し、市が補助

17,700 介護長寿課

◇通常分

事業名 事業内容 事業費(千円) 担当課

＜歳入＞
市税 納税義務者数および課税所得の増加による個人市民税ならびに固定資産税等の上振れ分を増額 307,400 税務課

一般寄附金
能登産の素材を活用した返礼品が人気を集めるなど、能登の被災地の復興支援の一環として、ふ
るさと納税が増額となったもの。

50,000 総務課

＜歳出＞
①ふるさと納税推進事業 ふるさと納税額の増加に伴って業務委託の経費を追加 25,000 総務課

②除雪委託 除雪対応分の追加 70,000 土木課

③野々市中央公園拡張整備事業 国の補正による追加（駐車場造成工事など） 50,000 都市整備課

④文化会館改修事業 工事の進捗や施設設備の状況を踏まえた関連工事の追加 4,500 地域振興課
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補正予算額　134,303千円（補正後の一般会計予算額　24,817,089千円）


